
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

西部地域を中心に地震動が増大 
  ⇒安政東海地震の震度分布 
   の再現性が向上 
  ⇒浜名湖周辺で震度７～６強 
   浜松地域で震度６強 
震度 7                 (27%増） 

２次103km2⇒３次131km2/7,714km2 

震度６強               (39%増） 
２次1,052km2⇒３次1,458km2/7,714km2 

津波（つなみ） 

 最新の津波シミュレーシ

ョン技術の活用 
 ⇒耐震水門や津波防潮堤

  の津波防止効果の評価

建物被害 

 阪神・淡路大震災による

震度７の強い揺れの地震被

害の特徴を反映 
⇒震度６強、震度７の強い

揺れの地域では、木造建物

の被害が従来よりも増大 

県内の建物の総数 150 万棟 

 内、木造住宅は 92 万棟（61%） 
 
  この内、耐震基準強化以前の 
  木造住宅は 59 万棟（64%） 
耐震基準強化以前の建物は、木造住

宅では 64%と、依然として多数存在

する。 

地震動や液状化による大破被害 
２次82,000 棟⇒３次131,000 棟 

（60%増） 

人的被害 

○ 阪神・淡路大震災の人的被害

の発生事例を反映 
○ 時間帯別の被害の違いを試算 
 
各被害要因別に、 

・早朝５時、昼 12 時、夕方 18

時の３ケースを想定 

・また、被害が最大となる時間

帯の被害も想定 

 耐震水門や防潮堤の整備などの

効果により津波浸水域が減少し、

被害が軽減 
対象市町村 37 市町村 

浸水面積 
２次57.3km2⇒３次37.9km2（34%減） 

建物被害（大破） 
２次4,900 棟⇒３次2,200 棟（55%減）

人的被害（死者） 
２次510 人⇒３次220 人（57%減） 

２次被害想定に比べ、 
死者は 1,100 人～3,300 人増加 

重傷者は 6,700 人～9,700 人増加 
木造建物の倒壊件数が増加 
２次  死者 2,600 人（380 人） 

    重傷 9,300 人（2,500 人） 

 

３次５時  死者 5,900 人（1,500 人） 

       重傷 19,000 人（3,100 人） 

12 時  死者 3,700 人（830 人） 

      重傷 17,000 人（2,700 人） 

18 時  死者 4,000 人（790 人） 

      重傷 16,000 人（2,500 人） 

（ ）内は予知ありの被害者数 

地震が予知

されても 
 自 宅 の 耐

震性が分か

らない、津波

や山崩れの

危険 が あっ

ても避難しな

い 等 か ら 、

人的被害が

発生 

地震火災 

 阪神・淡路大震災の最新

の地震火災の知見を反映 
 ⇒出火要因の見直し 

 出火率の減少、耐火性の高い建

物の増加及び消防水利など消防力

の増強により焼失家屋が減少 
焼失建物 
（平均的な被害として春秋の昼） 
       ２次 67,000 棟 

 
       ３次 16,500 棟（75%減） 

（最悪時の被害として冬の夕刻） 

       ３次 58,000 棟（13%減）

第３次地震被害想定結果の概要 

地震動 

 フィリピン海プレートの

潜り込み境界は、県中西部の

内陸直下では比較的浅いこ

とが分かってきた。 
 
  陸域で浅くなる 
  震源断層を追加 

A:1976 石橋モデル 
B:1978 中央防災会議モデル 

A 

B 

平成 13 年 5 月 30 日 

静岡県 防災局 

その他の主な想定 

○ 鉄道や高速道路上で事故が発生すると、１ヶ所で多数の死傷者が発生する可能性 
  （新幹線１列車の事故で死傷者は数百人） 
  （東名高速道路上の大事故で死傷者は数十人～百数十人） 
  （また、新幹線１列車で平均 800 人程度の滞留客(駅や駅間で)の発生の可能性） 
○ 海水浴客などの津波被害では、ピーク時には数千人～１万数千人の漂流者の発生の可能性

○ 登山客などが取り残され、富士山ではピーク時に 7,000 人 

○ 原子力発電所の被害は軽微であっても、住民の不安感から混乱が生じる可能性 

市町村の救出活動には限界 

山崖崩れ 

 崩壊危険度 大 ２次 1,500 ヶ所⇒３次2,000 ヶ所(33%増) 

ブロック塀・石塀の倒壊 

 倒壊数     ２次27,000 ヶ所⇒３次28,000 ヶ所(4%増) 

看板・外壁などの落下物 

 落下件数    ２次 5,400 ヶ所⇒３次7,600 ヶ所(41%増) 

その他 家具の転倒、道路上への落石 

推計被害額（県内） 

  突発地震による推計被害額 26.1 兆円 

   物的被害など直接被害額 20.8 兆円 

   経済影響など間接被害額  5.3 兆円 

・22 年間の地震対策事業の被害軽減効果 4.8 兆円 
・地震予知による被害軽減効果      2.5 兆円 
    2 つの効果を合わせると 7.3 兆円の被害軽減 

注：被害想定数字は四捨五入した概数で表示
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東海地震による被害発生と応急対応のシナリオの概要 
平成 13 年 5 月 30 日 

静岡県 防災局 
 
 
 

地震の発生 

 静岡県のほぼ全域が震

度6弱から7の強い揺れ

に襲われる。 

 

・ 強い揺れが1 分程度、

地盤が軟弱であればそ

れ以上続く。 

・ 埋立地や平野部の地盤

の弱い地域では地盤の

液状化が発生 

・ 駿河湾西岸では最大

1.5m程度の地盤隆起 

・ 富士川河口では場所に

より 3.5m 程度の変位

が発生 

 

余震活動 

本震直後から余震多発 

・ 本震よりマグニチュー

ドが1 程度小さい最大

余震発生の可能性 

 

山間部での山・崖崩れ 

・ 危険度の高い斜面が約

30％ 

 

市街地での延焼火災 

・ 焼失家屋は 
  11,000棟（冬早朝） 

 ～58,000棟（冬夕刻） 
・ 24時間程度延焼を続け

る地区も発生 

津波の発生 
駿河湾内では地震の発生

から数分で津波の第 1 波

が沿岸に襲来 

・ 津波は繰り返し、12 時

間以上の警戒が必要 前兆現象 
・ 前兆現象発生か

ら短時間のうち

に地震発生の可

能性もある。 

・ 場合によっては

地震予知情報が

間に合わない、又

は前兆現象がつ

かめないケース 
 
 

突発地震 

 

警戒宣言時 

警戒宣言時の避難 

(津波) 避難対象地区住民27万人

     内 要介護者4,700人

(山崩れ)避難対象地区住民11万人

     内 要介護者2,300人

（避難対象地区以外の住民） 

  自宅の耐震性の不安から 

 避難地に避難 

 

 

・ 車両避難による混乱 

・ 避難が必要な地区でも避難 

 しない 14％ 

 

・ 耐震性のない医療施設では 

 入院患者の転院 

ライフラインの状況 
上水道：発災直後には9割が断水、2日後には7割が断水、応急復旧に約30日 

電 気：発災直後には約34%が停電、系統の切替により通電範囲が拡大、応急復旧に約6～12日 

ガ ス：全域で供給停止、応急復旧に約30日 

電 話：発災直後には被害発生と輻輳により一般電話は使用不能、応急復旧に約12日 

下水道：排水困難な地域が多発、応急復旧に約30日

数

時

間 

一

日

後 

一

週

間 

一

ヶ

月 

避 難 活 動 

 
・ 車両避難による避難地の混乱 

・ 避難所生活者 1日後で119万人 

・ 余震や雨で避難が長期化 

・ 1週間後76万人 

・ 1ヶ月後56万人 
応急住宅（1ヶ月後の需要希望数） 
・避難所生活：60,000世帯 

・応急仮設住宅：47,000世帯 

・公営住宅一次入居：3,000世帯 

（数年後の潜在的需要数）

 災害復興公営住宅等による

 公的支援などの希望 

      96,000世帯 

し尿：仮設トイレの需要 直後7,800基（不足2,000基）

 

瓦礫：解体瓦礫・残骸物30百万ｍ3（26百万トン）発生

仮置きの長期化⇒最終処分までに長期間を要す。 

          分別・リサイクルが困難、 

粉じん・アスベストなどの環境問題の発生 

生活ゴミ：家庭ゴミ 9万トン／月（日常レベル） 

     粗大ゴミ 6万トン／月（日常の3倍）発生 

緊急輸送路と物資の確保 

（道路）発災後1～3日は道路啓開作業のため緊急輸送活動に支障 

（港）津波漂流物の除去などのため、航路の使用再開までに3日程度を要する。 

（ヘリポート）避難者の存在による混乱、アクセス道路の障害の発生 

 

食料・物資の不足（発災初期は備蓄でまかなうが・・） 

・ 食料不足：3日目125万人分 

・ 給水不足：3日目1,500トン 

・ 毛布の不足：55万枚 

       県外から調達 

      広域的な輸送 

応急復旧資機材の需要発生 

  4～6日目がピーク：8.8万トン／日  

・ 港湾のみでは4～6日目に輸送容量不足か

ら広域的な陸上輸送路の確保が必要 

救出・救助、医療救護活動 
・倒壊建物の下敷き、生き埋め20,000～28,000人 

・ 鉄道、高速道路などでもひとたび事故が発生すれば数百人規模の死傷者発生 

 

・ 同時多発、要員不足などから救出の遅れ、隣近所の救出も限界 

・医療施設自身の被災もあり、医療機能の低下 

トリアージ 
広域搬送

突発地震として設定 警戒宣言 

避難対象地区住民 
・津波危険地域 27万人 
・山・崖崩れ危険地域 11万人 

注：被害想定数字は四捨五入した概数で表示 
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